
一般社団法人　日本原子力技術協会

（単位：千円）

その他利益剰余金

損失てん補準備金

繰越利益剰余金

記載金額は、千円未満を切捨てて表示している。

605,953

32,475

負 債 の 部 合 計 208,101

【 社 員 資 本 】

純 資 産 の 部

退職慰労引当金

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

利 益 剰 余 金192,467

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

敷 金 301,496

4,457

305,953商 標 権

51,496

49,788

1,316

ソフトウェア仮勘定 7,800

現 金 ・ 預 金

前 払 費 用

雑 流 動 資 産

未 収 入 金

貸 借 対 照 表

【 流 動 負 債 】

平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在

預 り 金

未 払 金

負 債 の 部

518,689

435,180

資 産 の 部

【 流 動 資 産 】

負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 の 部 合 計長 期 前 払 費 用

814,055

1,707

814,055

605,953

300,000

305,953

80,719 37,980未 払 法 人 税 等

【 固 定 負 債 】 32,475

296

175,626

131,693

128

5,824

基 金

未 払 消 費 税

47,367

△ 106,008

100,926

201,583

2,492

42,285

295,365



一般社団法人　日本原子力技術協会

（単位：千円）

記載金額は、千円未満を切捨てて表示している。

経 常 利 益 185,080            

為 替 差 損

活 動 費

運 営 費

受 託 事 業 費

852,551            

77,850              

【 事 業 外 費 用 】

9                      

9                      

32,318              運 転 責 任 者 判 定 事 業 費

4,273                

180,816            事 業 利 益

4,273                雑 収 入

事 業 外 費 用 合 計

税引前当期純利益

法 人 税 等

当 期 純 利 益 106,056            

79,024              

185,080            

2,304,475          事 業 収 益 合 計

【 事 業 費 用 】

1,160,938          

2,123,658          

事 業 外 収 益 合 計

【 事 業 外 収 益 】

事 業 費 用 合 計

78,350              

51,120              運転責任者判定料収入

受 託 事 業 収 入

損 益 計 算 書

自　平成 ２３年　４月　１日　　　　至　平成 ２４年　３月３１日

2,175,005          

科 目

【 事 業 収 益 】

金　　　　　　額

会 費 収 入



1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)固定資産の減価償却方法

有形固定資産は、定率法によっている。

無形固定資産は、定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

退職慰労引当金は、理事の退任慰労金及び職員の退職金の支給に

充てるため、内規に基づく期末要支給相当額を計上している。

(3)リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。

(4)その他計算書類作成のための基本事項

　①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

なお、特定収入に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上している。

  ②損失てん補準備金

従前の中間法人法第64条の規定に基づく積立額を損失てん補準備金とし

て保有している。

個 別 注 記 表

  


